
告 示

�愛媛県告示第１７０７号
愛媛県青少年保護条例（昭和４２年愛媛県条例第２０号）第５条第２項の規定に基づき、次の図書類等を青少年の健全な育成を阻害するおそ

れのある図書類等として指定する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

図書類等

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 不健全な図書類等の指定…………………………………………………１０１７

○ 医療機関の指定……………………………………………………………１０１８

○ 指定医療機関の名称の変更………………………………………………１０１８

○ 指定医療機関の所在地名の変更…………………………………………１０１８

○ 指定医療機関の廃止の届出………………………………………………１０１９

○ 介護機関（居宅介護事業者）の指定……………………………………１０１９

○ 介護機関（居宅介護支援事業者）の指定………………………………１０１９

○ 介護機関（介護予防事業者）の指定……………………………………１０１９

○ 医療機関の指定……………………………………………………………１０２０

○ 指定医療機関の廃止の届出………………………………………………１０２０

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等…………………………………１０２０

○ 肥料登録有効期間の更新…………………………………………………１０２０

○ 愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の一部改正………………………１０２１

○ 建設業者の許可の取消し…………………………………………………１０２２

○ 道路の区域変更（県道今治波方港線）…………………………………１０２３

○ 道路の供用開始（県道今治波方港線）…………………………………１０２３

○ 道路の区域変更（県道玉川菊間線）……………………………………１０２４

○ 道路の区域変更（県道池田中山線）……………………………………１０２４

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………１０２４

○ 道路の供用開始（一般国道１９７号）……………………………………１０２４

○ 都市計画の変更案の縦覧…………………………………………………１０２５

○ 道路の位置の指定…………………………………………………………１０２５

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告………………………１０２５

監 査 公 表

○ 包括外部監査結果に基づく措置の公表…………………………………１０２５

種 別 番 号 名 称 号別又は発行
年月日 発 行 者 諮 問 の 理 由

雑 誌 １８‐０６１ ニャン２倶楽部 素人マニア撮影スペシャル １１月 号 増 刊 � コ ア マ ガ ジ ン 著しく性的感情を刺激し、青少年

の健全な育成を阻害するおそれが

ある。
〃 １８‐０６２ メイド ｉｎ ｊａｐａｎ １２月 号 増 刊 � 光 彩 書 房

〃 １８‐０６３ ナマしてッ�いいよ� １２ 月 号 マ イ ウ ェ イ 出 版 �

〃 １８‐０６４ アップル写真館Ｕ－１５ Ｖ Ｏ Ｌ ．１４ � 大 洋 図 書

〃 １８‐０６５ アップル写真館 １２ 月 号 � 大 洋 図 書

〃 １８‐０６６ 隣人の妻 １ 月 号 � 司 書 房

〃 １８‐０６７ コミックアムール １２ 月 号 � サ ン 出 版

〃 １８‐０６８ レディースコミック・タブー １２ 月 号 三 和 出 版 �

〃 １８‐０６９ 愛の体験 Ｓｐｅｃｉａｌデラックス １２ 月 号 � 竹 書 房

〃 １８‐０７０ ＣＯＭＩＣ ＲＩＮ １２月 号 増 刊 � 茜 新 社

〃 １８‐０７１ 漫画美熟女物語 １２ 月 号 � 大 洋 書 房

〃 １８‐０７２ ＣＯＭＩＣ メガプラス Ｖｏｌ．３８ １２月 号 増 刊 � コ ア マ ガ ジ ン

毎週（火・金）曜日発行 第１８１８号 平成１８年１２月５日

平成１８年１２月５日火曜日 第１８１８号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１７０８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７０９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関が、名称を次のように変更した。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７１０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関の所在地名が、次のように変更された。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

ビデオ
テープ １８‐０７３ 完全素人過激○生本番� サチ１８才 ＫＮ－０４ 全 国 素 人 協 会

〃 １８‐０７４ 初脱ぎ いまどきのセレブ娘４ ＴＲＯ－０４ ド ラ キ ュ ラ

〃 １８‐０７５ 人妻のくびれた腰に舌を這わせる ＨＶＴＫ－０２ 極 妻 会

〃 １８‐０７６ プニプニしょーじょ３ ＰＩＴＣ－０３ コ ー ジ ィ

〃 １８‐０７７ 横浜！ 中区在住娘１８才の穴 ＯＵＡ－１２ ス カ イ ア ー ク

〃 １８‐０７８ 若妻淫乱交尾 若妻限定 ＷＨＣ－１ Ｂ Ａ Ｋ Ｕ Ｔ Ｏ

ＤＶＤ １８‐０７９ 家庭教師は女子高生 有希りか ＧＲＤＶ－０３１ ク リ ス タ ル 映 像 �

〃 １８‐０８０ 萌え～�イジられるの大好き！ 乙音奈々 ＨＯＤＶ－
２０３８８ ｈ ． ｍ ． ｐ �

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

高橋歯科医院 医療法人高與会 上浮穴郡久万高原町久万
３３８番地２

平成１８年
１月１日

� 橋 医 院 � 橋 悦 司 喜多郡内子町五十崎甲１１
２５番地

平成１８年
４月１０日

小田歯科診療所 大久保 忠 教 喜多郡内子町小田８２番地 平成１８年
１０月１日

ごう歯科医院 小 林 英 樹 今治市郷六ヶ内町三丁目
３－６

平成１８年
１１月１日

睦美歯科医院 是 澤 政 勝 宇和島市恵美須町二丁目
５番８号

平成１８年
１０月１日

ヒアサ薬局壬生
川店

有限会社
ヒ ア サ 薬 局 西条市周布４８６番地４ 平成１８年

１１月１日

ハロー歯科クリ
ニック 上 田 祐 司 大洲市東大洲１６４９－１ 平成１８年

１０月１７日

す い は 薬 局 株式会社
ス エ ト ッ プ

四国中央市中之庄町２８４－
１

平成１８年
１０月２３日

医 療 機 関 の 名 称 開 設 者 の 氏 名

又 は 名 称
所 在 地 変 更 年 月 日

旧 新

萩山医院 萩山医院寿レディースクリニ
ック 医療法人萩山会 宇和島市寿町一丁目４－５ 平成１８年２月１日

植木整形外科医院 植木整形外科 植 木 隆 平 宇和島市堀端町２－５ 平成１８年４月１日

医 療 機 関 の 名 称
開 設 者 の 氏 名

又 は 名 称

所 在 地 名
変 更 年 月 日

旧 新

財団法人正光会平山診療所 財団法人正光会 南宇和郡愛南町御荘平山８４８番
地

南宇和郡愛南町御荘平山７番
地 平成１８年３月３１日

愛 媛 県 報平成１８年１２月５日 第１８１８号
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�愛媛県告示第１７１１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７１２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７１３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７１４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

高橋歯科医院 高 橋 宙 丈 上浮穴郡久万高原町久万
３３８番地２

平成１８年
１月１日

二 神 薬 局 二 神 享 子 伊予郡松前町出作１８５ 平成１８年
５月１日

� 橋 医 院 � 橋 卓 三 喜多郡内子町五十崎甲１１
２５番地

平成１８年
４月１０日

内子町立小田歯
科診療所 内 子 町 喜多郡内子町小田８２番地 平成１８年

１０月１日

高 島 医 院 高 島 康 美 北宇和郡鬼北町大字下鍵
山１５２

平成１８年
５月１日

医療法人社団温
和会中山記念病
院

医療法人社団
温 和 会

今治市南宝来町二丁目２
番地５

平成１８年
７月１日

睦美歯科医院 是 澤 宣 勝 宇和島市恵美須町二丁目
５番８号

平成１８年
１０月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

� 橋 悦 司 喜多郡内子町五十崎甲１１２５番
地 �橋医院 喜多郡内子町五十崎甲１１２５番

地 平成１８年４月１０日

西 村 藤 夫 八幡浜市沖新田１５１０番１３９ にしむら整形外科 八幡浜市沖新田１５１０番１３９ 平成１８年１０月１日

株式会社新風会 大洲市徳森字野田１４７７番地１ デイサービスセンター龍星 大洲市柚木字王子ヶ平５８７番地
１ 平成１８年１０月１１日

株式会社新風会 大洲市徳森字野田１４７７番地１ グループホーム龍星 大洲市柚木字王子ヶ平５８７番地
１ 平成１８年１０月１１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社愛ミング・ケアセン
ター

南宇和郡愛南町御荘菊川２８３番
地

有限会社愛ミング・ケアセン
ター居宅介護支援事業所

南宇和郡愛南町御荘菊川２８３番
地 平成１８年１０月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

� 橋 悦 司 喜多郡内子町五十崎甲１１２５番
地 �橋医院 喜多郡内子町五十崎甲１１２５番

地 平成１８年４月１０日

西 村 藤 夫 八幡浜市沖新田１５１０番１３９ にしむら整形外科 八幡浜市沖新田１５１０番１３９ 平成１８年１０月１日

愛 媛 県 報平成１８年１２月５日 第１８１８号

１０１９
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�愛媛県告示第１７１５号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定により、

次のとおり医療機関を指定した。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１７１６号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定により指

定した次の指定医療機関は、廃止年月日欄に掲げる日に廃止された

ので、同項の規定による指定医療機関の指定の効力は、同日をもっ

て消滅した。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１７１８号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７１７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産

業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

ダイキ北条店 松山市北条辻４１０番１
外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午後９時 午後９時４５分 平成１８年

１２月１日
平成１８年
１１月２１日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前７時３０分から午
後９時３０分まで

午前７時３０分から午
後１０時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

株式会社新風会 大洲市徳森字野田１４７７番地１ デイサービスセンター龍星 大洲市柚木字王子ヶ平５８７番地
１ 平成１９年４月１日

株式会社新風会 大洲市徳森字野田１４７７番地１ グループホーム龍星 大洲市柚木字王子ヶ平５８７番地
１ 平成１９年４月１日

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 指 定

年 月 日

２７７１ 福 崎 良 キッズクリニッ
クパパ 西条市周布４８６－３ 平成１８年

１１月１５日

１０６６１
有限会社
まつもと調剤薬
局

有限会社
まつもと調剤薬
局

八幡浜市大平１番耕
地７７４－６

平成１８年
１０月５日

１０６６２ 有限会社薬寿 かもめ調剤薬局 八幡浜市字沖新田１５
１０－１６４

平成１８年
１０月５日

１０６６３ 有限会社
ヒ ア サ 薬 局

ヒアサ薬局壬生
川店 西条市周布４８６－４ 平成１８年

１０月２０日

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 廃 止

年 月 日

１３９７ 久 米 隆 夫 久 米 医 院 西条市大町７１２－２ 平成１８年
３月３１日

１０６０４ 松 本 充 子 まつもと調剤薬
局

八幡浜市大平１番耕
地７７４－６

平成１６年
１１月７日

愛 媛 県 報平成１８年１２月５日 第１８１８号

１０２０
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�愛媛県告示第１７１９号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成１８年１１月２２日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種類 利子補給率 漁業近代化資金の種類 利子補給率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

酸石灰
１号

可溶性
苦土
１５．０
内く溶
性苦土
１０．０

村町野村５号１１
１番地登録有

効期限
登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２４
年１２月
１５日

愛媛県
第１２１０
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

くみあ
い粒状
苦土炭

アルカ
リ分
５３．０

公定規
格のと
おり

宇和鉱業株式会
社
愛媛県西予市野

愛 媛 県 報平成１８年１２月５日 第１８１８号

１０２１
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場合 る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

除く。）

に貸

し付

ける

場合

場合 る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年４

厘

年４

厘

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年４

厘５

毛

年４

厘５

毛

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年４

厘

年４

厘

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年４

厘５

毛

年４

厘５

毛

８ 省略 ８ 省略

�愛媛県告示第１７２０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１８年１２月５日 第１８１８号

１０２２
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�愛媛県告示第１７２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１７）第３４１０号 平成１７年
８月１日 �大石企画 大石千代子 松山市溝辺町甲１４５ 平成１８年

１０月２日 さく井工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第８４４４号 平成１４年
９月１４日 川口組 川口 時夫 八幡浜市松柏乙３８８－４ 平成１８年

１０月２日
土木工事業
大工工事業
とび・土工工事業

建設業の廃止
（法人成り）

（般－１６）第２９６９号 平成１７年
３月２２日 �河本晃工務店 小谷 泰 松山市来住町６３１－１ 平成１８年

１０月３日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１３）第１２５２４号 平成１４年
１月１７日 �麻生電機 麻生 英夫 松山市太山寺町１３４４－１ 平成１８年

１０月３日 電気工事業 建設業の廃止

（般－１６）第１５７１７号 平成１７年
３月１７日 村田興業 村田 芳章 伊予市下吾川１７１５－９ 平成１８年

１０月４日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（特－１３）第３９７号 平成１３年
１１月２４日 松山北興建設� 岡 誠 松山市志津川町１０３－１ 平成１８年

１０月１０日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１６）第２６０７号 平成１７年
１月５日 �山岡組 山岡 保利 今治市玉川町長谷甲９５２ 平成１８年

１０月１０日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第１１５３１号 平成１４年
５月２５日 �ヒウチ建工 横内 克昌 四国中央市金田町金川１１

２８－４
平成１８年
１０月１０日

土木工事業
とび・土工工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１４）第４６１０号 平成１４年
４月２６日 �丸光 田中 正清 松山市和気町１－９－２ 平成１８年

１０月１１日 熱絶縁工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第６１９０号 平成１８年
６月２４日 丹下建設� 丹下 英介 東温市南方９０６－２ 平成１８年

１０月１１日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１３）第１１３１２号 平成１３年
１０月１７日 �幸水道 仁木 豊 四国中央市中之庄町１３２１

－１
平成１８年
１０月１６日

管工事業
水道施設工事業 建設業の廃止

（般・特－１７）第７５３８号 平成１８年
３月１０日 大隅建設� 大隅 利一 大洲市徳森２２１７－１８ 平成１８年

１０月２４日
土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業

建設業の廃止

（般－１４）第１５１５３号 平成１４年
１０月１１日 �清水建設 清水 信利 喜多郡内子町寺村２５３－１ 平成１８年

１０月２５日 土木工事業 建設業の廃止

（般－１３）第９４２０号 平成１４年
３月２７日 �小野建設 小野 仁 松山市来住町１３１０－１ 平成１８年

１０月２６日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１３）第１２４５３号 平成１３年
１１月１日 �山周建設 山口周太郎 松山市西垣生町２２０６ 平成１８年

１０月３０日
管工事業
造園工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１７）第８９０８号 平成１７年
１０月２６日 �西部興産 御手洗 安 今治市大西町九王甲９９６ 平成１８年

１０月３１日
土木工事業
とび・土工工事業
しゅんせつ工事業

建設業の廃止

（特－１５）第１３７０５号 平成１５年
１２月１５日 �ニューフロンテイア 宇都宮一三 松山市宮西２－３－７ 平成１８年

１０月３１日 建築工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 今治波方港線
今治市東村四丁目甲４５８番１地先から

同市東村四丁目甲７００番６まで

旧 ８．１～２３．８ ０．３１８

新 １６．５～２４．２ ０．３１８

愛 媛 県 報平成１８年１２月５日 第１８１８号

１０２３
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�愛媛県告示第１７２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治波方港線
今治市東村二丁目甲７２６番７から

同市東村二丁目甲７０１番８まで
平成１８年１２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 玉川菊間線
今治市菊間町松尾７２１番３から

同町松尾７１３番２まで

旧 ６．２～２３．８ ０．１２９

新 ８．６～３２．２ ０．１２９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 池田中山線
喜多郡内子町大瀬南１９番１地先から

同町大瀬南１９番６まで

旧 ７．５～３０．０ ０．０３３

新 ２８．０～３２．０ ０．０３３

〃 〃
喜多郡内子町大瀬南３０３番地先から

同町大瀬南３１３番地先まで

旧 ５．０～６．０ ０．０５１

新 ６．０～１６．０ ０．０５１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 池田中山線 喜多郡内子町大瀬南１９番６ 平成１８年１２月５日

〃 〃
喜多郡内子町大瀬南３０３番地先から

同町大瀬南３１３番地先まで
〃
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公 告

監 査 公 表

�������
�愛媛県告示第１７２７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更したいので、同条第２項において準

用する同法第１７条第１項の規定により、その都市計画の変更の案を

愛媛県庁、新居浜市役所及び西条市役所において告示の日から２週

間公衆の縦覧に供する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

東予広域都市計画臨港地区 東予臨港地区

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 新居浜市惣開町、磯浦町の各一部、 西条市

船屋乙、ひうち、朔日市、喜多川、氷見戊、

今在家、北条、大新田の各一部

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１７２８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

四国中央市川之江町字馬場２０４５番１及び２０４５番２

２ 申請人の住所氏名

四国中央市川之江町２０３３番地１

有限会社江南不動産

代表取締役 伊藤 清司

３ 図面省略

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公表第３６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１８年１２月５日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
八幡浜市大平１番耕地６９１番１地先から

同市大平１番耕地４６９番２まで
平成１８年１２月５日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年１１月２７日 特定非営利活動法人 菊 栗 林 新 吾 愛媛県松山市祝谷二丁目７番２０号 この法人は、経済的事情または家庭的事情など
の様々な個人的事情により進学・就学困難な状
況にある青少年等に対し、主に学資等の援助の
事業を行うことで進学率の向上と社会有為な人
材の育成を図り、もって公益の増進に寄与する
ことを目的とする。

選定した特定の事件 愛媛県の財産の管理状況について

監査の結果に関する報告提出年月日 平成１８年３月２０日

監 査 対 象 機 関 総務部 管理局 総務管理課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

総務管理課は、愛媛県の財産の管理を総括する部署であるとの認識に立ち、

部局から報告されたものを処理するというのではなく、各部局に積極的に管

各部局に対し、財産管理に漏れのないよう通知するとともに、各部からの

ヒアリング等により把握、指導等を行っていく。
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理させるよう指導しなければならない。現在の法律、条例、規則下でその趣

旨からこれが期待されているものと判断される。

監 査 対 象 機 関 県民環境部 管理局 消防防災安全課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

消防防災安全課の通信装置２０億円、無線通信柱４千万円、衛星地球局設備

３５億円、消防庁向け多重通信装置２千万円、潮位リアルタイム観測装置２千

６百万円といった重要物品が不動産及び動産の従物として認識され、結果と

して「財産に関する調書」に記載されていなかった。重要物品として認識し

た上で「財産に関する調書」に記載されなければならない。

指摘のとおり、各装置及び設備等については、重要物品として認識し、備

品台帳に登載した。

なお、「財産に関する調書」は、１８年度中の異動であるので来年度の記載

となる。

監 査 対 象 機 関 農業試験場

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

１ 発光分光分析装置およびＤＮＡシーケンサーについて、使用不能の物品

を、県の資産として登録し続けていることは問題がある。修理不能と判断

した段階で、遅滞なく備品台帳からの抹消手続きを取るべきであった。ま

た処分費用の問題は現物処理の問題なので話が別である。

２ 超省力壮蚕飼育装置および自動選繭機について、使用目的が限られた機

器であり、仮に使用可能だとしても具体的な使途が無い場合、県の資産と

して計上し続けることは望ましくない。使用の可否は不明であり今後の使

用予定はないということだが、使用予定がないと判断した段階で、遅滞な

く備品台帳からの抹消手続きを取るべきであった。また処分費用の問題は

現物処理の問題なので話が別である。

３ 恒温恒湿槽について、平成９年度に廃棄済みの重要物品を、７年間にわ

たって備品台帳に登録し続けていた。早急に抹消手続きをするべきである。

現物と台帳は一致するべきという資産管理上の原則意識が乏しかったもの

と思われる。今後は現物と管理台帳との照合を心掛けていただきたい。

１ 発光分光分析装置及びＤＮＡシーケンサーについて、平成１８年１月２５日

及び平成１８年２月１０日付けで備品台帳からの抹消手続をとった。

２ 今年度中に備品台帳から抹消する予定である。抹消手続完了後、処分費

用の問題もあるが廃棄処分を検討している。

３ 恒温恒湿槽について、平成１８年１月６日付けで備品台帳からの抹消手続

をとった。

選定した特定の事件 愛媛県の公営企業等の消費税及び地方消費税について

監査の結果に関する報告提出年月日 平成１８年３月２０日

監 査 対 象 機 関 公営企業管理局

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

愛媛県病院事業会計においては、補助金、負担金等６，３５２，３８７，５００円全額を

使途不特定の特定収入として、原則的方法により調整割合で按分して消費税

額を計算している。

しかし、補助金、負担金等のうち明らかに非課税仕入又は不課税支出（特

定支出）に充てられるものが２，４０５，８７３千円ある。

収益的収入の負担金のうち、建設改良費負担金（利息）１，１８４，１７２千円、基

礎年金拠出金負担金１０７，０７０千円及び共済組合追加費用負担金７８４，４２５千円は

明らかに不課税又は非課税の支出に充てられたといえる。

また、資本的収入建設改良費負担金（元金）のうち、消費税導入以前の昭

和６３年以前に発行された企業債の当期償還額に充てられた額は、消費税導入

前はそもそも課税という概念がないため、不課税支出に充当されたことにな

る。

これらは、消費税法基本通達の規定を適用して、補助金等の使途を特定し

た結果、特定支出のためにのみ使用される収入として特定収入から除外する

ことができるものであり、再計算を行うと１６年度において特定収入が２，４０５

，８７３千円少なくなり、消費税額が１，１８６，８３１円少なくなる。

１７年度以降の消費税の申告にあたっては、１６年度と同様の収入及び支出構

成となることが予想されるため、納付税額をできるだけ少なくするよう消費

税法基本通達の規定を適用して、補助金等の使途を特定する方法の適用を検

討されたい。

指摘内容を参考に、平成１７年度決算においては、特定収入のうち課税支出

に充てることが明確なものは特定収入の課税仕入分として、非・不課税支出

に充てることが明確なものは特定収入から除外してその旨決算書に記載し、

消費税の申告を行った。

今後も、特定収入のうち使途が特定できるものは使途を特定し、消費税納

付額を少なくするよう努力していきたい。

平成１８年１２月５日 発行
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